


３．補足意見 

 
当法人は様々な事業を行っており、当期はこども家庭庁補助による調査研究事業や厚生労働省

補助による調査研究事業なども加わり、経常損失が 2,150 万円となってしまったことは監事とし

ても承知をしている。 

 しかし、それでもこの多額の損失金額について、理事会は真摯に受け止めなければならないと

いえる。各事業の収支の見込み額を予測することが困難なことは承知しているが、法人全体とし

て出来るだけ収支相償になるように、収入の見込みや費用の見直しを含め十分な注意を持ってみ

ていくことを理事会に求める。 
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